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第 1 章 研究の背景及び目的 
 
第 1 節 研究の背景 
 






























                                            
4 国家安全保障局（2013）、pp.22-26。防衛力の能力発揮のための基盤として「1 訓練・演習」、
「2 運用基盤」、「3 人事教育」、「4 衛生」、「5 防衛生産・技術基盤」、「6 装備品の効率的な取
得」、「7 研究開発」、「8 地域コミュニティーとの連携」、「9 情報発信の強化」、「10 知的基盤の
強化」及び「11 防衛省改革の推進」の 11 項目を列挙。 
5 同上、pp.25-26。 
6 都道府県及び市区町村は、まち・ひと・しごと創生法第 9 条及び第 10 条に基づき、地方版総
合戦略を策定するよう努めなければならないことが明記。2016 年 3 月 31 日現在で、47 都道府
























































第 1 節 陸上自衛隊の特性と防衛省・自衛隊の取組 
 





















                                            
7 防衛省設置法第 3 条 
8 自衛隊法第 3 条 
9 自衛隊法施行令第 14 条及び別表第 2 
10 陸上自衛隊の警備区域に関する訓令及び陸上自衛隊の警備区域に関する達 
11 自衛隊法第 3 条。防衛省編（2017）、p.405。 
12 自衛隊法第 8 章あるいは附則に規定される業務。同上、p.405。 
13 自衛隊は 1954 年 7 月 1 日に発足。自衛隊の前身の保安隊は 1952 年 8 月 1 日に発足し、その




一方、陸上自衛隊は与えられた任務を遂行するため、約 15 万 1 千人の定員を
























狙いからも地域社会との直接的な関わりと言えるだろう。図表 1 は、『平成 29
年版防衛白書』で説明されている市民生活の中での活動と社会に貢献する活動
                                            
14 消防庁（2017）によると、2015 年度は、47 都道府県で延べ 593 回、1,544 市区町村で延べ
7,889 回の地方公共団体主催の防災訓練を実施。 
15 2017 年 3 月 31 日現在の定員は 150,863 人。防衛省編（2017）、p.538。 
16 駐屯地又は分屯地の名称、位置等は、自衛隊法施行令第 50 条及び別表第 7 並びに駐屯地司令
及び駐屯地業務隊等に関する訓令に規定。駐屯地等の数は 2017 年 3 月 31 日現在。 
17 防衛省編（2017）、pp.361-362。陸上自衛隊では全国に初動対処部隊（人員：約 3,900 名、車
両：約 1,100 両、航空機約 40 機）が 24 時間待機し 1 時間を基準に出動。 
18 産経 WEST（2017）。 
19 防衛省編（2017）、p.346。 
20 同上、p.415,p.421。 























































































第 2 節 自衛隊と地域社会の関係に関する先行研究等 
 




さらに、2012 年及び 2015 年の調査では 90%以上となっている25。 











派遣活動は、地域社会との関わりが強い活動の 1 つと言えるだろう。 
 
図表 2 自衛隊が今後力を入れていく面 
 























































災害派遣 国の安全の確保 国内の治安維持 国際平和協力活動への取組
8 
第 2 項 自衛隊と地域社会の関係等 
 
「地域コミュニティーとの連携」が 25 防衛大綱に記述された背景として、















                                            
28 2009 年 1 月 7 日に内閣総理大臣の諮問機関として設置。同年 1 月から 8 月までに懇談会を
11 回、勉強会を 12 回開催し、同年 8 月 4 日に内閣総理大臣に報告書を提出。 
29 2010 年 2 月 16 日に内閣総理大臣の諮問機関として設置。同年 2 月から 8 月までに懇談会を
9 回、勉強会を 14 回開催し、同年 8 月 27 日に内閣総理大臣に報告書を提出。 
30 安全保障と防衛力に関する懇談会（2009 a）、p.6,p.8。 
31 安全保障と防衛力に関する懇談会（2009 b）、p.5。 
32 新たな時代の安全保障と防衛力に関する懇談会（2010 a）、p.6。 
9 































                                            
33 新たな時代の安全保障と防衛力に関する懇談会（2010 b）、pp.3-4。 
34 安全保障と防衛力に関する懇談会（2009 c）、pp.41-42。 
35 新たな時代の安全保障と防衛力に関する懇談会（2010 c）、pp.35-36。 
10 









当する約 9,500 人の若い自衛官と約 1 万 2,400 人の隊員家族が存在しているか
ら」37と説明している。さらに、「千歳市の児童・生徒数をみても明らかであ

























                                            
36 総務省統計局（2011）及び総務省統計局（2016）によると、2010 年の人口総数は前回調査か
ら 2.4％増の 93,604 人、平均年齢は 41.3 歳。また、2015 年の人口総数は 95,648 人、平均年齢

















第 1 節 維持・活性化に貢献し得る陸上自衛隊の要素の抽出 
 
独立変数たる「陸上自衛隊の存在」を具体化するため、まず、2014 年から 2017




目次体系を参考にして整理したものが図表 6 である。 
 





















































（出所：2014 年から 2017 年に刊行された『防衛白書』及び本稿第 2 章を基に著者作成。） 
 







図表 7 地域社会の維持・活性化に貢献し得る陸上自衛隊の要素（「貢献要素」） 
 陸上自衛隊と地域社会の関わりの形態 











































































                                            
40 総務省統計局編（2017 b）。国民の暮らしの種々の側面を 13 分野で体系化した社会・人口統
計体系の中から全国の市区町村を対象にしたデータを 11 分野に取りまとめたもの。 
41 まち・ひと・しごと創生本部（2017）。2014 年 12 月 27 日の策定以降、2015 年 12 月 24 日、
2016 年 12 月 22 日、2017 年 12 月 22 日に変更（改訂）。 
13 




























































し、維持・活性化の指標との関係を単純化して表したものが図表 9 である。 
 













任務・業務 ○     ○   
理解・協力 ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
組織の特徴  ○ ○ ○ ○ ○   
【凡例】任務・業務：任務及び業務に基づく活動。理解・協力：理解や協力を確保するための取組。組織の特徴：組織
自体の特徴による影響。 
○：陸上自衛隊と地域社会の関わりの形態別に整理した貢献要素が該当する指標。  （出所：著者作成。） 
 














第 3 節 データの収集方法の選択 
 














































究における 2 つの問いについて考察してこれらの答えを明らかにする。 
 
第 1 節 質問紙調査の概要 
 















（2）標本数 466 団体 
（3）抽出方法  ①駐屯地等が所在する自治体を全て抽出【129団体】 
②上記以外の自治体から、各都道府県の市区町村の区分ごとの団体数に応じて約 2 割の自
治体を抽出【337団体】 
4. 調査時期  2017年 10月 6日～11月 30日 
5. 調査方法  郵送調査法 
6. 回収結果 













地方（注 1） 東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州 
標本数 60 



































































都道府県の市区町村の区分ごとの団体数に応じて約 2 割に当たる 337 団体を抽
出した。回収数は 259 団体であり、この内訳は所在自治体が 86 団体（33.2％）、
不在自治体が 173 団体（66.8％）であった。また、回収率に換算すると全体で







第 2 節 質問紙調査の分析（1）――単純集計による分析 
 
第 1 項 維持・活性化の指標の評価（貢献状況）の観察 
 












                                            
42 本稿付録「本研究で使用した質問紙調査」を参照。 
43 団体数は 2017 年 10 月 1 日現在。団体コード等は 2016 年 10 月 10 日現在を使用。 
44 自衛隊法施行令別表第 7 並びに駐屯地司令及び駐屯地業務隊等に関する訓令に、駐屯地等の
位置として規定されている自治体。なお、複数の自治体にまたがる駐屯地等の位置は、当該駐屯
地等司令が所在する建物の位置。 
45 IBM SPSS Statistics 25 
17 


















安全・安心 235 （90.7％） 8 （ 3.1％） 
文化・スポーツ 118 （45.6％） 83 （32.0％） 
教育 104 （40.2％） 79 （30.5％） 
観光・まちづくり 102 （39.4％） 80 （30.9％） 
財政 99 （38.2％） 82 （31.7％） 
人口 92 （35.5％） 87 （33.6％） 
経済 88 （34.0％） 84 （32.4％） 
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ある。また、図表 12 と図表 13 から分かるように、「貢献している」の構成比は、




第 2 項 貢献の具体的な内容（貢献要因）の観察 
 




































































図表 9（第 3 章第 2 節）を基にして地域社会との関わりの形態別に表したもので
あり、回答数の割合を 70%以上、40%以上、40%未満の 3 段階に区分して単純
化している。これら 2 図表から指標ごとの特徴等について観察する。 
 
図表 15 貢献の具体的な内容（貢献要因） 




任務・業務 防災関連の訓練等に部隊が参加 85.5 
任務・業務 国民保護関連の訓練等に部隊が参加 49.4 
理解・協力 退職自衛官が自治体に在職 45.1 
理解・協力 駐屯地等の一般公開 34.9 
任務・業務 不発弾処理等 25.1 




組織の特徴 隊員・家族等が居住 92.4 
組織の特徴 退職自衛官が居住 76.1 
組織の特徴 若年隊員が居住 60.9 
組織の特徴 地元出身者が近傍部隊に入隊 56.5 




組織の特徴 隊員・家族の納税 90.9 
組織の特徴 基地交付金の交付 61.6 
理解・協力 防衛施設周辺対策事業（調整交付金） 39.4 
組織の特徴 市町村交付金の交付 38.4 




組織の特徴 隊員・家族が地元企業を利用 89.8 
組織の特徴 隊員家族・退職自衛官が地元企業に就業 70.5 




組織の特徴 隊員子弟が地元学校に通学 72.1 
理解・協力 地元学校が部隊の職場見学・体験 42.3 
理解・協力 自治体職員等の教育訓練・隊内生活体験 40.4 




組織の特徴 隊員・家族が地元医療施設等を利用 84.3 
理解・協力 ボランティア活動（道路清掃等） 20.5 
任務・業務 広域医療搬送関連の訓練等に部隊が参加 20.5 
理解・協力 防衛施設周辺対策事業（医療施設整備等） 18.1 




理解・協力 地元の祭り等に部隊が協力・参加 79.7 
理解・協力 地元の運動競技会等に部隊が協力・参加 51.7 
理解・協力 地元のスポーツ活動に部隊が協力・参加 36.4 
理解・協力 地元の伝統文化継承に部隊が協力・参加 28.0 




理解・協力 地元の観光イベント等に部隊が協力・参加 83.3 
理解・協力 地元の観光イベント等と部隊行事の共催 32.4 
理解・協力 部隊の史料館等が地元の観光名所 21.6 






















任務・業務 ●     ○   
理解・協力 ◎  ○ ○ ◎ ○ ● ● 
組織の特徴  ● ● ● ● ●   
【凡例】●：70%以上。◎：40％以上。○：40％未満。  （出所：著者が実施した質問紙調査を基に作成。） 
 
◆『安全・安心』の確保への貢献 





























                                            
46 内閣官房副長官補（2017）によると、2016 年度は 22 都道県が国民保護共同訓練を実施。国
民保護法の制定以降、2005年から 2016年の間に延べ 158都道府県が国民保護共同訓練を実施。 
47 防衛省（2017）によると、退職自衛官の地方自治体防災関係部局における在職状況は、2017





















































第 3 項 地域間の差の観察 
 
本章第 2 節第 2 項において観察された貢献状況と駐屯地等の所在の関係を明
確にするため、駐屯地所在別に維持・活性化への貢献状況を表したものが図表
17 と図表 18 である。これら 2 図表では不在自治体を隣接自治体と隣接しない
自治体に区分して表している。 
 




図表 18 維持・活性化への貢献状況（所在自治体と隣接しない自治体） 
 
評価（回答数。カッコ内は構成比。） 
所在自治体（n＝86団体） 隣接しない自治体（n＝114 団体） 
貢献している どちらとも言えない 貢献していない 貢献している どちらとも言えない 貢献していない 
安全・安心 86（100.0％） 0 （0.0％） 0 （0.0％） 94 （82.5％） 12 （10.5％） 8  （7.0％） 
文化・スポーツ 76 （88.4％） 8 （9.3％） 2 （2.3％） 19 （16.7％） 31 （27.2％） 64 （56.1％） 
財政 75 （87.2％） 11（12.8％） 0 （0.0％） 9  （7.9％） 41 （36.0％） 64 （56.1％） 
経済 71 （82.6％） 15（17.4％） 0 （0.0％） 7  （6.1％） 41 （36.0％） 66 （57.9％） 
人口 71 （82.6％） 14（16.3％） 1 （1.2％） 9  （7.9％） 36 （31.6％） 69 （60.5％） 
観光・まちづくり 68 （79.1％） 15（17.4％） 3 （3.5％） 16 （14.0％） 36 （31.6％） 62 （54.4％） 
教育 67 （77.9％） 15（17.4％） 4 （4.7％） 22 （19.3％） 35 （30.7％） 57 （50.0％） 
医療・社会福祉 62 （72.1％） 22（25.6％） 2 （2.3％） 12 （10.5％） 37 （32.5％） 65 （57.0％） 
（出所：著者が実施した質問紙調査を基に作成。） 
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3、「どちらかと言えば貢献していない」を 2、「貢献していない」を 1）。 
図表 19 は維持・活性化の指標の評点を地域別に表したものである。そして、
この図表をレーダーチャートにして地方別とブロック別に表したものが図表 20
と図表 21 である。 
 






東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州 
安全・安心 4.7 













































































































































































































































































第 3 節 質問紙調査の分析（2）――統計的手法による分析 
 












図表 22 地域間の差の検定（カイ 2 乗検定） 

















































































図表 23 地域間の正準判別関数係数（判別分析） 
 ブロック間 地方間 駐屯地等所在別 
安全・安心 .050 .293 .108 
人口 -.039 .117 .395 
財政 -.745 -.843 .453 
経済 .731 .273 .492 
教育 -.188 -.047 -.273 
医療・社会福祉 .530 .727 -.080 
文化・スポーツ .050 .300 -.020 
観光・まちづくり .388 .129 -.015 














また、図表 24、図表 25 及び図表 26 は、判別分析による分類結果をブロック
間、地方間及び駐屯地等所在別に表したものである。 
 
図表 24 ブロック間の分類結果（判別分析） 
  ブロック 
予測グループ番号 
合計 







北海道 31 11  4  46 
東日本 35 67 22 124 
西日本 30 42 17  89 
% 
北海道 67.4 23.9  8.7 100 
東日本 28.2 54.0 17.7 100 
西日本 33.7 47.2 19.1 100 
（元のグループ化されたケースのうち 44.4% が正しく分類。N＝259 団体） 
（出所：著者作成。） 
 











北海道 26 1 3 4 5 5 2  46 
東北 12 5 5 6 6 4 5  43 
関東 6 0 14 5 10 4 2  41 
中部 5 1 2 16 9 4 3  40 
近畿 2 1 5 3 7 0 1  19 
中国・四国 6 1 2 5 4 8 0  26 
九州 9 0 6 9 6 7 7  44 
% 
北海道 56.5     2.2 6.5 8.7 10.9 10.9 4.3 100 
東北 27.9 11.6 11.6 14.0 14.0 9.3 11.6 100 
関東 14.6 0.0 34.1 12.2 24.4 9.8 4.9 100 
中部 12.5 2.5 5.0 40.0 22.5 10.0 7.5 100 
近畿 10.5 5.3 26.3 15.8 36.8 0.0 5.3 100 
中国・四国 23.1 3.8 7.7 19.2 15.4 30.8 0.0 100 
九州 20.5 0.0 13.6 20.5 13.6 15.9 15.9 100 
（元のグループ化されたケースのうち 32.0% が正しく分類。N＝259 団体）（出所：著者作成。） 
 








所在  75  11  86 
不在  21 152 173 
% 
所在 87.2 12.8 100 
不在 12.1 87.9 100 




























図表 27 維持・活性化の指標の記述統計量と相関係数 











安全・安心 5 4 4.91 .292 1 － － － － － － － 
人口 5 2 4.43 .805 .322** 1 － － － － － － 
財政 5 3 4.47 .715 .266* .834** 1 － － － － － 
経済 5 3 4.34 .761 .354** .797** .833** 1 － － － － 
教育 5 1 4.22 .975 .362** .792** .729** .786** 1 － － － 
医療・社会福祉 5 1 4.02 .867 .380** .609** .647** .683** .787** 1 － － 
文化・スポーツ 5 1 4.47 .807 .186 .793** .681** .680** .720** .455** 1 － 
観光・まちづくり 5 1 4.19 .888 .249* .512** .548** .533** .468** .422** .337** 1 
【凡例】*＝5％有意。**＝1％有意。   （N＝86 団体）（出所：著者作成。） 
 
続いて、各指標から少数の合成量を算出することを目的として主成分分析を
実施した。図表 28と図表 29はこの分析結果の成分行列と成分プロットである。 
 
図表 28 維持・活性化の指標の成分行列（主成分分析） 
 第 1主成分 第 2主成分 
安全・安心 -.144 .953 
人口 .952 -.205 
財政 .924 -.162 
経済 .958 -.064 
教育 .956 .150 
医療・社会福祉 .884 .349 
文化・スポーツ .932 -.289 
観光・まちづくり .785 .459 
固有値  5.880  1.419 
寄与率 73.501 17.737 














これら 2 図表から 2 つの主成分が確認される。第 1 主成分において寄与が高
いのは、『人口』、『財政』、『経済』、『教育』、『医療・社会福祉』、『文化・スポー




























図表 30 から、『地域振興』は次の 4 つのグループに分類される。第 1 は『財
政』、『経済』及び『人口』の 3 指標から成るグループであり、第 2 は『教育』及
び『医療・社会福祉』の 2 指標から成るグループである。そして、それぞれ単一
























ら、第 3 と第 4 グループと比べて地域の主体性は低いと言えるだろう。次に、
貢献の内容の評価について、陸上自衛隊との関わりへの期待という観点から考
察すると、第 1 と第 3 グループの貢献の内容は評点が高いことから、その分期













興の 4 類型』と『安全・安心』の 5 つの類型に整理される。 














高い 【第 2 象限】 
協力的貢献 
共存的貢献 
【第 4 象限】 
【第 1 象限】 
協働的貢献 
共在的貢献 


















第 1 の問いに関して、主成分分析の結果、『地域振興』と『安全・安心』の 2
つの主成分があり、駐屯地等が所在する地域では、『地域振興』が維持・活性化
への貢献の最大要素であることが確認された。また、クラスター分析において、














第 4 節 総括 
 
本章では、データの単純集計及び統計的手法による分析を行い、本研究におけ























































第 5 章 地域コミュニティーとの連携に関する提言 
 
本章では、本研究での考察を踏まえて、25 防衛大綱に記述された「地域コミ









に当たっての配慮事項について次の 2 点を提言する。 






















                                            
48 国家安全保障局（2013）、p.26。 
49 1976 年 10 月 29 日に「昭和 52 年度以降に係る防衛計画の大綱について」を国防会議及び閣
議で決定。 
50 1977年以降に新たに配置された駐屯地等は 9つ（駐屯地等の名称変更や格上げを除いた数）。
美唄駐屯地（’78 年 3 月）、えびの駐屯地（’81 年 12 月）、川内駐屯地（’85 年 3 月）、沼田分屯地
（’90 年 3 月）、足寄分屯地（’94 年 3 月）、目黒駐屯地（’94 年 10 月）、北徳島分屯地（’10 年 3
























































































第 6 章 結論 
 


















































対する 1 つの答えとなる。 
 
第 2 節 本研究の限界と今後の課題 
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貴 自 治 体 名 
       都 道 府 県            市 区 町 村 
【市区町村コード※：            】 
貴 部 署 名  
ご 担 当 者 名  
ご 連 絡 先 




希望する  ・  希望しない 
※ 市区町村コードは、平成 28 年 10 月 10 日現在の団体コード番号をご使用下さい。 
【記入上のご注意】 
1. 質問は全部で 12 問あり、該当する選択肢に○印をつけるものと、具体的に記載い
ただくものがあります。 
2. ○印をつけていただく質問では、回答が明確に分かるように○印をつけて下さい。 






















































































































p. その他［                                 ］ 
【回答に関して補足説明等があればご記入下さい。（自由記述）】 
 










































































































































































































































































































































































































































































都道府県 区 市 町 村 計 都道府県 区 市 町 村 計 都道府県 区 市 町 村 計 
北海道 － 19 38 3 60 石川県 － 3 2 － 5 岡山県 － 4 3 0 7 
青森県 － 5 4 2 11 福井県 － 3 2 － 5 広島県 － 3 3 － 6 
岩手県 － 5 3 1 9 山梨県 － 4 2 2 8 山口県 － 4 2 － 6 
宮城県 － 4 6 1 11 長野県 － 5 5 7 17 徳島県 － 3 4 0 7 
秋田県 － 3 2 1 6 岐阜県 － 5 4 0 9 香川県 － 3 2 － 5 
山形県 － 3 4 1 8 静岡県 － 5 3 － 8 愛媛県 － 3 2 － 5 
福島県 － 4 6 3 13 愛知県 － 10 3 0 13 高知県 － 3 4 1 8 
茨城県 － 9 3 0 12 三重県 － 4 3 － 7 福岡県 － 10 6 0 16 
栃木県 － 4 2 － 6 滋賀県 － 4 2 － 6 佐賀県 － 3 3 － 6 
群馬県 － 3 3 3 9 京都府 － 5 3 0 8 長崎県 － 5 2 － 7 
埼玉県 － 9 4 0 13 大阪府 － 8 2 0 10 熊本県 － 4 5 2 11 
千葉県 － 11 3 0 14 兵庫県 － 9 2 － 11 大分県 － 5 2 0 7 
東京都 9 7 1 2 19 奈良県 － 2 3 3 8 宮崎県 － 4 3 1 8 
神奈川県 － 6 3 0 9 和歌山県 － 2 5 0 7 鹿児島県 － 5 4 1 10 
新潟県 － 6 1 1 8 鳥取県 － 2 3 0 5 沖縄県 － 5 4 4 13 
富山県 － 3 1 0 4 島根県 － 3 2 0 5 合計 9 239 179 39 466 
            回収数 3 142 95 19 259 











地方 東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州 
標本数 60 
























































ブロック 地方 都道府県 






















2.3.1 自衛隊施設の所在の状況   ※2017（平成 29）年 3 月末現在の状況 
Q1 貴自治体内に自衛隊施設は所在していますか。以下の選択肢から当てはまるものを一つお選び下さい。   
  回答数 割合  
    
選択肢  （N＝259) （％）     
（ア） 自治体内に自衛隊施設は所在している 107 41.3     
（イ） 自治体内に自衛隊施設は所在していない 150 57.9     
（ウ） その他 2 0.8     
無回答  0 0.0     
合計  259 100.0     
                
SQ1-1 Q1で（ア）と回答した方に伺います。その施設はどのような施設ですか。以下の選択肢から当てはまるものを全てお選び、分かる
範囲でその施設名をご記入下さい。 
  回答数 割合  
    
選択肢  （N＝107) （％）     
a. 陸上自衛隊の施設 105 98.1     
b. 海上自衛隊の施設 9 8.4     
c. 航空自衛隊の施設 18 16.8     
無回答  0 0.0     
合計  132 123.4     
                
SQ2 貴自治体の隣接自治体内に自衛隊施設は所在していますか。以下の選択肢から当てはまるものを一つお選び下さい。 
  回答数 割合 
 
    
選択肢  （N＝259) （％）     
（ア） 隣接自治体内に自衛隊施設は所在している 129 49.8     
（イ） 隣接自治体内に自衛隊施設は所在していない 118 45.6     
（ウ） 分からない 2 0.8     
（エ） その他 4 1.5     
無回答  6 2.3     
合計  259 100.0     
                
SQ2-1 Q2で（ア）と回答した方に伺います。その施設はどのような施設ですか。以下の選択肢から分かる範囲で当てはまるものを全て
お選び下さい。 
  回答数 割合 
 
    
選択肢  （N＝129) （％）     
a. 陸上自衛隊の施設 110 85.3     
b. 海上自衛隊の施設 15 11.6     
c. 航空自衛隊の施設 28 21.7     
無回答  0 0.0     












       
        
60 
2.3.2 自治体と陸上自衛隊の連携の状況       
Q3 貴自治体と、陸上自衛隊との連携（連絡調整、協力、交流等）の状況について教えて下さい。以下の選択肢から当てはまるものを一
つお選び下さい。 
  回答数 割合 
 
    
選択肢  （N＝259) （％）     
（ア） 連携している 149 57.5     
（イ） どちらかと言えば連携している 82 31.7     
（ウ） どちらとも言えない 14 5.4     
（エ） どちらかと言えば連携していない 6 2.3     
（オ） 連携していない 8 3.1     
無回答  0 0.0     
合計  259 100.0     
                
SQ3-1 Q3で（ア）又は（イ）と回答した方に伺います。その理由を教えて下さい。以下の選択肢から当てはまるものを全てお選び下さい。 
  回答数 割合  
    
選択肢  （N＝231) （％）     
a. 自治体内又は周辺に陸自が所在している 109 47.2     
b. 自治体の行政運営等に陸自との連携が必要である 159 68.8     
c. 自治体との連携に関して陸自からの要望等がある 47 20.3     
d. その他 32 13.9     
無回答  4 1.7     
合計  351 151.9     
                
SQ3-2 Q3で（ア）又は（イ）と回答した方に伺います。その具体的な内容を教えて下さい。以下の選択肢から当てはまるものを全てお選
び下さい。 
  回答数 割合  
    
選択肢  （N＝231) （％）     
a. 国民保護に関する事項 156 67.5     
b. 災害派遣に関する事項 186 80.5     
c. 不発弾処理、土木工事等、運動競技会等に関する事項 65 28.1     
d. 部隊・施設の配置・運営に関する事項 24 10.4     
e. 陸自施設の基地周辺対策等に関する事項 61 26.4     
f. 部隊の射撃、演習等に関する事項 57 24.7     
g. 部隊の航空機、戦車、火砲等の使用に関する事項 28 12.1     
h. 部隊の行事（創立記念行事、演奏会等）に関する事項 125 54.1     
i. 自衛官や自衛官候補生等の募集に関する事項 181 78.4     
j. 退職自衛隊員の再就職に関する事項 95 41.1     
k. 隊員の留守家族支援に関する事項 34 14.7     
l. 部隊の活動に関する広報や周知に関する事項 97 42.0     
m. 部隊の隊内生活体験、職場体験等に関する事項 52 22.5     
n. 陸自病院の一般診療に関する事項 3 1.3     
o. 自治体等の行事等に対する部隊の協力等に関する事項 139 60.2     
p. その他 11 4.8     
無回答  1 0.4     
合計  1,315 569.3     
                
SQ3-3 Q3で（ウ）～（オ）と回答した方に伺います。その理由を教えて下さい。以下の選択肢から当てはまるものを全てお選び下さい。 
  回答数 割合  
    
選択肢  （N＝28) （％）     
a. 自治体内又は周辺に陸自が所在していない 17 60.7     
b. 海自又は空自と連携している 0 0.0     
c. 自治体の行政運営等に陸自との連携が必要でない 5 17.9     
d. 自治体との連携に関して陸自からの要望等がない 3 10.7     
e. 連携に関する自治体の要請等に対して陸自が協力的でない 0 0.0     
f. その他 6 21.4     
無回答  0 0.0     






       
        
61 
2.3.3 地域社会（自治体）への陸上自衛隊の貢献の状況      







自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
（ア） 貢献している 78 37 51 88 166 64.1 
（イ） どちらかと言えば貢献している 8 18 43 61 69 26.6 
（ウ） どちらとも言えない 0 4 12 16 16 6.2 
（エ） どちらかと言えば貢献していない 0 0 5 5 5 1.9 
（オ） 貢献していない 0 0 3 3 3 1.2 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  86 59 114 173 259 100.0 








自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体主催の国民保護訓練等に部隊が参加している 56 28 32 60 116 49.4 
b. 自治体等主催の防災訓練等に部隊が参加している 80 49 72 121 201 85.5 
c. 自治体の要請等に対して部隊が不発弾処理等を行っている 35 10 14 24 59 25.1 
d. 部隊が駐屯地等を一般公開している 57 12 13 25 82 34.9 
e. 自治体防災関係部局等に退職隊員が在職している 48 23 35 58 106 45.1 
f. 基地周辺対策事業を消防施設の整備等に活用している 35 7 2 9 44 18.7 
g. 部隊が駐屯地等の外を巡回している 7 0 1 1 8 3.4 
h. その他 0 2 10 12 12 5.1 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  318 131 179 310 628 267.2 







自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体内又は周辺に陸自が所在していない 0 2 15 17 17 70.8 
b. 自治体の『安全・安心』に関する事業に陸自は関係がない 0 2 1 3 3 12.5 
c. 自治体の『安全・安心』に関する事業に陸自が協力的でない 0 0 0 0 0 0.0 
d. 基地周辺対策事業は、消防施設の整備等に十分でない 0 1 0 1 1 4.2 
e. その他 0 0 4 4 4 16.7 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  0 5 20 25 25 104.2 
                








自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
（ア） 貢献している 53 6 1 7 60 23.2 
（イ） どちらかと言えば貢献している 18 6 8 14 32 12.4 
（ウ） どちらとも言えない 14 30 36 66 80 30.9 
（エ） どちらかと言えば貢献していない 1 5 17 22 23 8.9 
（オ） 貢献していない 0 12 52 64 64 24.7 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 











       









自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体内に隊員、その家族や縁故者が居住している 70 9 6 15 85 92.4 
b. 自治体内に若い年齢の隊員が居住している 51 3 2 5 56 60.9 
c. 自治体内に退職隊員が居住している 54 8 8 16 70 76.1 
d. 自治体内に陸自と関係ある産業等の就業者が居住している 17 1 1 2 19 20.7 
e. 自治体の出身者が自治体内又は周辺の陸自に入隊している 37 10 5 15 52 56.5 
f. その他 0 0 0 0 0 0.0 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  229 31 22 53 282 306.5 







自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体内又は周辺に陸自が所在していない 0 15 80 95 95 56.9 
b. 隊員、その家族等の人数は、人口に占める割合が小さい 6 25 23 48 54 32.3 
c. 自治体内に陸自と関係ある産業等が所在していない 3 15 37 52 55 32.9 
d. 陸自と関係ある産業等の就業者数は、人口に占める割合が小さい 1 7 7 14 15 9.0 
e. その他 9 6 9 15 24 14.4 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  19 68 156 224 243 145.5 
                







自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
（ア） 貢献している 51 7 1 8 59 22.8 
（イ） どちらかと言えば貢献している 24 8 8 16 40 15.4 
（ウ） どちらとも言えない 11 26 41 67 78 30.1 
（エ） どちらかと言えば貢献していない 0 7 13 20 20 7.7 
（オ） 貢献していない 0 11 51 62 62 23.9 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  86 59 114 173 259 100.0 








自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 隊員やその家族の住民税が納付されている 72 12 6 18 90 90.9 
b. 基地交付金が交付されている 57 3 1 4 61 61.6 
c. 市町村交付金が交付されている 34 3 1 4 38 38.4 
d. 特定防衛施設周辺整備調整交付金が交付されている 29 6 4 10 39 39.4 
e. 障害防止工事の助成等の補助金が交付されている 27 5 2 7 34 34.3 
f. その他 1 2 0 2 3 3.0 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  220 31 14 45 265 267.7 







自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体内又は周辺に陸自が所在していない 0 19 89 108 108 67.5 
b. 隊員やその家族の住民税は、歳入に占める割合が小さい 6 21 22 43 49 30.6 
c. 交付金等は、自治体の基地周辺対策事業として十分でない 3 8 4 12 15 9.4 
d. その他 5 6 11 17 22 13.8 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
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自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
（ア） 貢献している 44 3 2 5 49 18.9 
（イ） どちらかと言えば貢献している 27 7 5 12 39 15.1 
（ウ） どちらとも言えない 15 31 41 72 87 33.6 
（エ） どちらかと言えば貢献していない 0 9 17 26 26 10.0 
（オ） 貢献していない 0 9 49 58 58 22.4 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  86 59 114 173 259 100.0 








自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体内の産業等に陸自が事業を受注している 21 0 1 1 22 25.0 
b. 自治体内の産業等を隊員やその家族が利用している 67 8 4 12 79 89.8 
c. 自治体内の産業等に隊員家族や退職隊員が就業している 49 6 7 13 62 70.5 
d. その他 1 1 0 1 2 2.3 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  138 15 12 27 165 187.5 







自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体内又は周辺に陸自が所在していない 0 18 89 107 107 62.6 
b. 自治体内に陸自の事業を受注している産業等が所在していない 4 19 31 50 54 31.6 
c. 自治体内の産業等が陸自の事業を受注している金額が小さい 5 10 8 18 23 13.5 
d. 自治体内の産業等を隊員やその家族が利用していない 2 13 13 26 28 16.4 
e. 自治体内の産業等に隊員家族や退職隊員が就業していない 2 11 10 21 23 13.5 
f. その他 8 7 10 17 25 14.6 
無回答  0 1 0 1 1 0.6 
合計  21 79 161 240 261 152.6 
                







自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
（ア） 貢献している 44 4 13 17 61 23.6 
（イ） どちらかと言えば貢献している 23 11 9 20 43 16.6 
（ウ） どちらとも言えない 15 26 35 61 76 29.3 
（エ） どちらかと言えば貢献していない 2 9 15 24 26 10.0 
（オ） 貢献していない 2 9 42 51 53 20.5 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  86 59 114 173 259 100.0 








自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体職員等に対して部隊が教育や隊内生活体験を行っている 29 4 9 13 42 40.4 
b. 初等中等教育において陸自の職場見学や職場体験を行っている 33 4 7 11 44 42.3 
c. 隊員家族が児童、生徒等として自治体内の学校に通学している 61 8 6 14 75 72.1 
d. 基地周辺対策事業を学習等共用施設の整備等に活用している 24 5 2 7 31 29.8 
e. その他 4 1 3 4 8 7.7 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 





       








自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体内又は周辺に陸自が所在していない 0 19 77 96 96 61.9 
b. 自治体の『教育』に関する事業に陸自は関係がない 11 16 17 33 44 28.4 
c. 自治体の『教育』に関する事業に陸自が協力的でない 0 0 1 1 1 0.6 
d. 隊員家族が児童、生徒等として自治体内の学校に通学していない 3 21 13 34 37 23.9 
e. 基地周辺対策事業は、学習等共用施設の整備等に十分でない 1 3 1 4 5 3.2 
f. その他 6 4 8 12 18 11.6 
無回答  1 1 0 1 2 1.3 
合計  22 64 117 181 203 131.0 
                








自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
（ア） 貢献している 29 5 2 7 36 13.9 
（イ） どちらかと言えば貢献している 33 4 10 14 47 18.1 
（ウ） どちらとも言えない 22 30 37 67 89 34.4 
（エ） どちらかと言えば貢献していない 1 12 16 28 29 11.2 
（オ） 貢献していない 1 8 49 57 58 22.4 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  86 59 114 173 259 100.0 








自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体内又は周辺の陸自病院を地域住民が利用している 4 0 0 0 4 4.8 
b. 救急患者の輸送について部隊の支援を受けている 9 1 3 4 13 15.7 
c. 自治体等主催の広域医療搬送訓練等に部隊が参加している 13 2 2 4 17 20.5 
d. 自治体内の医療・福祉施設を隊員やその家族が利用している 58 5 7 12 70 84.3 
e. 基地周辺対策事業を医療・福祉施設の整備等に活用している 11 3 1 4 15 18.1 
f. 自治体の道路や公共施設等の清掃等を部隊が行っている 16 1 0 1 17 20.5 
g. その他 4 0 0 0 4 4.8 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  115 12 13 25 140 168.7 







自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体内又は周辺に陸自（陸自病院を含む）が所在していない 2 22 85 107 109 61.9 
b. 自治体内又は周辺の陸自病院は一般診療を行っていない 5 1 6 7 12 6.8 
c. 自治体の『医療・社会福祉』に関する事業に陸自は関係がない 13 23 24 47 60 34.1 
d. 自治体の『医療・社会福祉』に関する事業に陸自が協力的でない 0 0 1 1 1 0.6 
e. 自治体内の医療・福祉施設を隊員やその家族が利用していない 4 15 7 22 26 14.8 
f. 基地周辺対策事業は、医療・福祉施設の整備等に十分でない 1 4 2 6 7 4.0 
g. その他 6 6 7 13 19 10.8 
無回答  1 1 0 1 2 1.1 
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自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
（ア） 貢献している 53 10 9 19 72 27.8 
（イ） どちらかと言えば貢献している 23 13 10 23 46 17.8 
（ウ） どちらとも言えない 8 19 31 50 58 22.4 
（エ） どちらかと言えば貢献していない 1 8 16 24 25 9.7 
（オ） 貢献していない 1 9 48 57 58 22.4 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  86 59 114 173 259 100.0 








自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体等主催のお祭り等の行事に部隊が協力又は参加している 68 15 11 26 94 79.7 
b. 自治体等主催の運動競技会等に部隊が協力又は参加している 49 4 8 12 61 51.7 
c. 地域の伝統文化の継承に部隊・隊員が協力又は参加している 27 4 2 6 33 28.0 
d. 地域の少年団等に部隊・隊員が協力又は参加している 35 6 2 8 43 36.4 
e. 基地周辺対策事業を公園、運動場の整備等に活用している 24 7 1 8 32 27.1 
f. その他 1 1 2 3 4 3.4 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  204 37 26 63 267 226.3 








自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体内又は周辺に陸自が所在していない 0 19 78 97 97 68.8 
b. 自治体の『文化・スポーツ』に関する事業に陸自は関係がない 5 18 22 40 45 31.9 
c. 自治体の『文化・スポーツ』に関する事業に陸自が協力的でない 0 0 2 2 2 1.4 
d. 基地周辺対策事業は、公園、運動場の整備等に十分でない 0 3 1 4 4 2.8 
e. その他 6 4 7 11 17 12.1 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  11 44 110 154 165 117.0 
                








自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
（ア） 貢献している 38 7 5 12 50 19.3 
（イ） どちらかと言えば貢献している 30 11 11 22 52 20.1 
（ウ） どちらとも言えない 15 26 36 62 77 29.7 
（エ） どちらかと言えば貢献していない 2 6 14 20 22 8.5 
（オ） 貢献していない 1 9 48 57 58 22.4 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  86 59 114 173 259 100.0 








自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体等主催の観光イベント等に部隊が協力又は参加している 54 16 15 31 85 83.3 
b. 自治体等主催の観光イベント等と部隊行事を協働（共同）している 28 3 2 5 33 32.4 
c. 部隊が一般公開している桜、史料館等が観光名所になっている 22 0 0 0 22 21.6 
d. 地域の特産品や名産品を部隊が行事等で紹介したりしている 14 2 0 2 16 15.7 
e. その他 3 0 0 0 3 2.9 
無回答  0 0 0 0 0 0.0 
合計  121 21 17 38 159 155.9 
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自治体 隣接する 隣接しない 小計 （％） 
a. 自治体内又は周辺に陸自が所在していない 0 17 77 94 94 59.9 
b. 自治体の『観光・まちづくり』に関する事業に陸自は関係がない 9 21 27 48 57 36.3 
c. 自治体の『観光・まちづくり』に関する事業に陸自が協力的でない 0 0 1 1 1 0.6 
d. 部隊が施設（桜、資料館等）を一般公開していない 1 1 1 2 3 1.9 
e. その他 6 5 8 13 19 12.1 
無回答  2 1 0 1 3 1.9 
合計  18 45 114 159 177 112.7 
 
 
 
